
第75期　貸借対照表・損益計算書 岐阜県大垣市本今町1682番地の2

平成28年6月27日

取締役社長　　米　谷　剛　人

   貸 借 対 照 表

　（平成２８年３月３１日現在）

（単位：千円）

金 額 金 額

（資  産  の  部） （負  債  の  部）

流動資産 5,459,853  流動負債 5,621,777  

現 金 及 び 預 金 163,393  支 払 手 形 1,181,276  

受 取 手 形 396,490  買 掛 金 2,371,010  

売 掛 金 2,974,853  短 期 借 入 金 800,000  

半 製 品 及 び 仕 掛 品 1,464,182  短 期 リ ー ス 債 務 902  

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 10,577  設 備 未 払 金 226,786  

前 払 費 用 29,567  未 払 金 7,634  

短 期 貸 付 金 263,348  未 払 費 用 79,854  

繰 延 税 金 資 産 133,651  未 払 法 人 税 等 9,292  

そ の 他 28,542  前 受 金 549,782  

貸 倒 引 当 金 Δ4,753  賞 与 引 当 金 165,804  

製 品 保 証 引 当 金 55,746  

設 備 関 係 支 払 手 形 70,642  

そ の 他 103,044  

固定負債 1,528,297  

固定資産 4,578,038  長 期 借 入 金 400,000  

有形固定資産 4,013,926  リ ー ス 債 務 150  

建 物 658,860  再評価に係る繰延税金負債 649,952  

構 築 物 143,417  退 職 給 付 引 当 金 443,990  

機 械 及 び 装 置 625,126  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 34,204  

車 両 運 搬 具 1,733  負 債 合 計 7,150,075  

工 具 、 器 具 及 び 備 品 109,780  （純　資　産  の  部）

土 地 2,191,912  株　　主　　資　　本 1,365,467  

リ ー ス 資 産 1,002  資本金 388,125  

建 設 仮 勘 定 282,093  資本剰余金 88,125  

無形固定資産 246,221  資本準備金 88,125  

ソ フ ト ウ ェ ア 240,472  利益剰余金 889,217  

諸 施 設 利 用 権 5,748  利益準備金 8,906  

投資その他の資産 317,890  その他利益剰余金 880,311  

投 資 有 価 証 券 13,130  　特別償却準備金 983  

関 係 会 社 株 式 95,778  　繰越利益剰余金 879,327  

長 期 前 払 費 用 12,792  評 価 ・ 換 算 差 額 等 1,522,349  

繰 延 税 金 資 産 152,439  土地再評価差額金 1,522,349  

そ の 他 43,751  純 資 産 合 計 2,887,816  

資 産 合 計 10,037,892  負 債 及 び 資 本 合 計 10,037,892  

（金額は千円未満の端数を切り捨てております。）

科　　　　　目 科　　　　　目
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平成27年４月１日から

平成28年３月31日まで

（単位：千円）

9,562,572

8,033,377

1,529,194

1,166,680

362,513

36,181

9,133 45,314

8,488

6,330 14,818

393,009

-

-

393,009

76,710

4,830 81,540

311,469

（金額は千円未満の端数を切り捨てております。）

営 業 外 費 用

営 業 利 益

売 上 高

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

経 常 利 益

損 益 計 算 書

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

支 払 利 息

科　　　　　　目 金　　　　　　額

営 業 外 収 益

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

当 期 純 利 益

特 別 損 失

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

( ) 
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株主資本等変動計算書
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

（単位：千円）

特別償却準備金 繰越利益 剰余金

平成27年3月31日残高 388,125 88,125 88,125 8,906 2,862 777,839 789,607 1,265,857

事業年度中の変動額

特別償却準備金の繰入 － －

特別償却準備金の取崩 Δ1,878 1,878 － －

剰余金の配当 Δ211,859 Δ211,859 Δ211,859

利益準備金への振替 － －

当期純利益 311,469 311,469 311,469

土地再評価差額金の取崩額

事業年度中の変動額合計 － － － － Δ1,878 101,487 99,609 99,609

平成28年3月31日残高 388,125 88,125 88,125 8,906 983 879,327 889,217 1,365,467

（単位：千円）

平成27年3月31日残高

事業年度中の変動額

特別償却準備金の繰入

特別償却準備金の取崩

剰余金の配当

利益準備金への振替

当期純利益

土地再評価差額金の増減額

事業年度中の変動額合計

平成28年3月31日残高

（金額は千円未満の端数を切り捨てております。）

－

Δ211,859

－

2,887,816

311,469

1,522,349

－

134,149

－

34,539

－

－ 34,539

－

1,522,349

－

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

評価・換算差額等

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

その他有価
証券評価差額金

土地再評価差額金

1,487,809－

純資産
合計評価・換算差額等

合計

1,487,809 2,753,667

利益
剰余金
合計

その他利益剰余金

利益剰余金

株主資本

株主資本 合計
利益準備金資本準備金

資本
剰余金
合計

資本金

資本剰余金

34,539 34,539 34,539

－

) ( 
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 個別注記表 

   

重要な会計方針  

１．有価証券の評価基準および評価方法  

 (１)子会社株式および関連会社株式 移動平均法による原価法 

 (２)その他有価証券  

  時価のあるもの 決算日の市場価格等による時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

  時価のないもの 移動平均法による原価法 

２．たな卸資産の評価基準および評価方法  

  製品、半製品、仕掛品 個別法に基づく原価法 

  原材料、貯蔵品、半製品(一部) 総平均法に基づく原価法 

３．固定資産の減価償却の方法  

 (１)有形固定資産 定率法(ただし、建物(附属設備を除く)につ

いては定額法)によっております。 

尚、耐用年数および残存価額については､ 法

人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。取得価額が、10 万円以上 20 万

円未満の減価償却資産については、３年間で

均等償却する方法を採用しております。 

 (２)無形固定資産 定額法によっております。 

  尚､ 耐用年数については､ 法人税法に規定

する方法と同一の基準によっております。自

社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法 

を採用しております。 

 (３)長期前払費用 定額法によっております。 

尚､ 償却期間については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。 

４．引当金の計上基準  

 (１)貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の債権については回収不能見込額を

計上しております。 

 (２)賞与引当金 従業員賞与の支給に充てるため、当期に負担
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すべき支給見込額を計上しております。 

 (３)製品保証引当金 販売後の機器および請負工事の保証費用の

支出に備えるため、売上高に対する過去の実

績率に基づく当事業年度負担見積額のほか、

特定案件の当事業年度負担見積額を計上し

ております。 

 (４)退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため当事業年度

末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

 (５)役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えて、当社は役

員退職慰労金内規に基づく当事業年度末要

支給額を計上しております。 

 (６)工事損失引当金 受注工事に係る将来の損失に備えるため、未

引渡工事の損失見積額を計上することとし

ております。 

 (７)解体引当金 将来の建物の解体に要する費用に充てるた

め、建物解体費の見積額を計上しておりま

す。 

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

６．リース取引の処理方法  

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

７．ヘッジ会計の処理 

  繰延ヘッジ処理によっております。 

  なお、個別に為替予約を付した外貨建金銭債務については振当処理を行なっており

ます。 

 

８．消費税等の会計処理  

 消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

９．連結納税制度の適用  

 株式会社神戸製鋼所を連結親法人とする連結納税制度を適用しております。 
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株主資本等変動計算書に関する注記 

発行済株式の種類および総数に関する事項 

 普通株式 3,172,500 株 

当該事業年度の末日における自己株式の種類および株式数 

 普通株式   － 株 

剰余金の配当に関する事項 

当該事業年度中に行った剰余金の配当       211,859 千円 

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの 

決議予定 
株式の

種類 

配当の 

原資 

配当金 

の総額 

（千円） 

1 株当た

り配当金 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成 28 年 6月 27 日 

定時株主総会 
普通株式 

利益 

剰余金 
155,706 49.08 平成28年 3月 31日 平成28年6月28日 

当該事業年度の末日における当該株式会社 

が発行している新株予約権の目的となる株式の数        － 株 
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